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　 東京2 3 区の中でも 業務機能が集中する港区では、大小の事業所を 合わせ

ると その数は37,116 社（ 平成2 8 年「 経済セン サス基礎調査」）と なり 、事業所

（ オフィ スビ ル・ ホテル・ 飲食店・ 商店など ）から 出る ごみが、港区全ごみ量の

6 割近く と 家庭ごみを 上回っています。

　 そ のため、港区は、循環型社会の構築によ る 活力ある 都心づく り を 目指

し て、事業者と の協働により 、ごみ減量・ リ サイクル推進を 進めていき ま す。

　 本冊子は、特に事業用途に供する 床面積1, 0 0 0 m 2 以上の大規模事業所

における 、ご みの適正な 処理、並びに廃棄物管理責任者を 始めと し たビ ル

関係者の役割や取組の進め方などについて 説明する こ と で 、事業者による

ご み減量・ リ サイクル推進について 、積極的な 取組を 実施し ても ら う こ と を

目的と し ていま す。

　 今後と も 、かけがえのな い地球を 子孫に受け継いで いく ためにも 、環境

負荷低減につな がる 、更なる 取組や、環境に配慮し た事業活動を 行って い

ただく よう お願い申し 上げま す。

はじ めに…



1事業者の責務  …………………………………………………………………………………1

2ご み減量・ リ サイク ルの取組による 好循環メ リ ッ ト  ……………………………………2

3循環型社会形成推進のための法体系 ……………………………………………………3

4排出者責任の強化 ……………………………………………………………………………4

5廃棄物の分類 …………………………………………………………………………………1

7事業所から 出る ご みの処理方法 …………………………………………………………2

8事業系一般廃棄物の処理を 委託する 場合 ………………………………………………3

9廃棄物管理票（ マニフ ェ スト 伝票）制度 ……………………………………………………4

11港区の事業系ご みの現状と 課題 ……………………………………………………………1

13廃棄物管理責任者の役割 ……………………………………………………………………2

15ご み減量と リ サイク ルの具体的な 進め方 …………………………………………………3

17港区の立入検査と 表彰制度 …………………………………………………………………4

18優良な 取組事例の紹介 ………………………………………………………………………5

19R 行動推進（ ご み減量のヒ ント ） ……………………………………………………………1

21事業所における 紙のリ サイク ル ……………………………………………………………2

24飲料容器・ 食用油・ 生ご みのリ サイク ル ……………………………………………………3

26食品リ サイク ル法について  …………………………………………………………………4

27＜早わかり ＞事業系廃棄物等に関する Q ＆A  ……………………………………………

31廃棄物管理責任者選任届（ 記入例） …………………………………………………………

32再利用計画書（ 記入例： 表・ 裏面） ……………………………………………………………

34ご み処理・ リ サイク ルフ ロ ー図（ 記入例） ……………………………………………………

36参考法令等ー抜粋 ………………………………………………………………………………

事業系ごみの減量・ リ サイクル適正処理ハンド ブッ ク  目次

35お問い合わせ先一覧 ……………………………………………………………………………

第1章  廃棄物の処理、リ サイク ルについて考えてみまし ょ う

第2 章  事業所から 出る ご みは適正に処理し まし ょ う

第3 章  ごみ減量と リ サイク ルの取組を はじ めまし ょ う

第4 章  事業所から 出る ごみのリ サイク ルを すすめまし ょ う

参 考 資 料 



1

○○○○○○

○
○
○
○
会
社

事業者の責務

　 廃棄物の処理及び清掃に関する法律では、次のと おり 事業者の処理責任等を 規定しています。

事業活動に伴って生じ た 廃棄物を 自ら の責任において

適正に処理をし なければなり ま せん。

適正な 処理と は、法令で 定めら れた基準（ 委託

基準、処理基準等）に従って処理するこ と です。

従って 、自己処理だけで はなく 、処理施設に手

数料を 負担し て 搬入するこ と や、許可業者への

委託処理も 含まれます。ごみが最終処分さ れる

ま で 事業者の責任は続き ま す。

物の製造、加工、販売等に際し て 、その製品、容器等が廃棄物になっ た場合、その処理が困難になる

こ と がないよう にする など 、ごみの減量に努めなければなり ません。

1

事業活動に伴って生じ た 廃棄物の再生利用等を

積極的に行う こ と により 、その減量に努めなければなり ま せん。

廃棄物の減量、その他の適正処理の確保などに関し て 、

国や都及び区の施策に協力し なければなり ま せん。

廃棄物の処理、リ サイクルに

ついて考えてみまし ょ う第１ 章

　 事業者の皆さ んは、事業者の責務と し て、事業系ごみの適正処理と 減量推進を

し ていく 必要があり ます。

　 具体的には、日々の事業活動によって生じ たすべての廃棄物を事業者自ら の責任に

おいて、適正に処理し なければなり ません。また、リ サイクルを 促進するなど、ごみの

減量に努めなければなり ません。
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令和元年度

単位（ 円）

※出典元「 港区の清掃とリ サイクル」

平成3 0年度平成29年度

区民1人あたりコスト 15 ,3 6 4

74

15 ,3 3 9

74

15 ,191

74ごみ1㎏あたりコスト

ごみ減量･リ サイク ルの取組による 好循環メ リ ット

　 事業所におけるごみの減量・ リ サイクルの取組は、事業者を 含めて以下のよう なメ リ ッ ト が考えら れます。

　 SD Gsの視点も 踏まえ 、企業と しても 、地球の環境問題を 考慮し ないと いけないなか、事業所でのごみ減

量・ リ サイクルの実践と と も に、環境負荷低減に配慮し た事業活動を 心がけていただく よう お願いし ます。

2

　 国際標準化機構（ ISO）がまと めた環境マネジメ ント システムに関する国際規格の総称です。
　 企業が国際的に認証さ れた規格（ 環境意識啓発の貢献、法の遵守、環境改善への行動計画・ 成果など）に基づ
いた事業活動に取り 組むこ と で 、企業イメ ージ を 高め経営の合理化を 図るこ と ができます。環境管理・ 監
視システムについて認証機関の審査を受け、審査に通ると 認証取得企業として登録さ れます。

＊I S O 1 4 0 0 1 と は？

　 2 0 15 年に国連で開かれたサミ ッ ト で採択さ れた「 持続可能な開発目標」のこ と で、2 0 3 0 年までに国際
社会が共通で取り 組む17の目標と16 9 のタ ーゲット から なり ます。
　 廃棄物を 適正に管理・ 処理し 、有効に活用すること は、目標12「 つく る責任・ つかう 責任」をはじ め、1 、2 、
7 、13 、14 、15 などの目標にも 関連し ます。
　 事業者にとっては、投資を呼び込むためにも 、SD Gsへの積極的な取組が重要性を増していきます。

＊S D G s（ S u s t a i n a b l e  D e v e l o p m e n t  G o a l s ）と は？

コ ス ト の削減と

効率化が図れま す

ごみを出さ ない工夫、廃棄さ れるごみとリ サ

イクルできる資源の確実な分別、さ ら に事務

用品な どのリ ユース にも 取り 組むこ と で 、

必要経費の削減や業務の見直し による 効

率化が図れます。

税金の有効活用に

つな がり ま す

ご みの処理費用には、貴重な 税金が使わ

れて い ま す 。ご みの排出量を 減ら すこ と

で 、ごみ処理に使われていた税金がほかの

こと に有効に活用すること ができます。

企業イ メ ージ の向上に

つな がり ま す

事業所と し て も 環境負荷低減につな がる

ごみの減量やリ サイクルを推進すること は、

企業のイメ ージ アッ プ やブ ランド の強化に

つながり ます。

＊ISO14 0 0 1の認証取得や、C SR 活動と して

地域との交流や協力を行う 企業も増えています。

地球環境の保全に寄与し ます

ご み減 量等の取 組を 進める こ と に よ り 、

資源保全、省エ ネルギー、汚染物質の削減

など 、次世代へと 良い環境を引き継ぐこと が

できます。
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環境基本法 （ 環境基本計画）

グリ ーン購入法（ 国などが率先して再生品などの調達を推進）

〈 廃棄物の適正処理〉

〈 個別物品の特性に応じ たリ サイクル法〉

廃棄物処理法

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

・ 廃棄物の適正処理

・ 廃棄物処理施設の設置規制

・ 廃棄物処理業者に対する規制

・ 廃棄物処理基準の設定　 等

〈 リ サイクルの推進〉

資源有効利用促進法

資源の有効利用の促進に関する法律

・ 再生資源のリ サイクル

・ リ サイクル容易な構造・ 材質等の工夫

・ 分別回収のための表示

・ 副産物の有効利用の促進

循環型社会形成推進基本法（ 基本的枠組み）

社会の物質循環の確保・ 天然資源の消費の抑制・ 環境負荷の低減

家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法

容
器
包
装
リ
サ
イ
ク
ル
法

食
品
リ
サ
イ
ク
ル
法

建
設
リ
サ
イ
ク
ル
法

自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル
法

小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法

P o k ip o k i
P o k ip o k i

循環型社会形成推進のための法体系

　 循環型社会と は、豊かな 地球環境を 次世代に引き 継ぐと と も に、持続的発展を 遂げていく こ と のできる

社会のこ と です。

　 人と 環境が調和し た循環型社会を 実現するためには、行政だけでなく 事業者の皆さ んが、企業の社会的

責任（ C S R ）と し て地球環境に優し い行動を 起し 、積極的な 3 R -発生抑制・ 再使用・ 再生利用（ P.1 9 参照）

に取り 組むこ と が重要と なっています。

3

※現在整備さ れている 循環型社会形成の推進のための主な法律は以下のと おり です。
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排出者責任の強化

　 廃棄物処理法では、不適正処理を 防ぐ ため、排出事業者の責任が強化

さ れ、基準を 守ら な い廃棄物の処理、不法投棄を 行っ た 場合などには、

厳し い処分や罰則の対象になり ます。

　 廃棄物処理法の罰則は、不法投棄防止の観点から 、他の法律と 比較し

ても 大変厳し いも のになっています。

　 廃棄物の処 理は委託し た 業者に任せて 終わり で はあり ま せんので 、

ご 注意く ださ い 。

4

　 処理基準に適合し ない不法投棄などの不適正処理により 、現に発生し た生活環境の保全上の

支障が生じ たり 、又はそのおそれが認めら れる 場合に、都道府県知事等が処分者等（ 排出事業

者、処理業者など ）に対し 、その支障の除去等の措置の期限を定めて命令すること をいいます。

＊措置命令と は？（ 法律第19 条の4 、法律第19 条の5 、法律第19 条の６ ）

　 排出事業者は、産業廃棄物の処理に際し て

は、法令により マニフ ェ スト を 交付し 、返 送さ

れたこ と を 確認し 、保存するこ と が義務づけら

れています。さ ら に最終処分までの確認が努力

義務と して求めら れています。      （ P.1 0 参照）

マニフェ スト（ 廃棄物管理票）制度

措置命令対象者について関与者や排出事業者

が追 加さ れたり 、不法投棄さ れた 場合だけ で

はなく 、そこ に至る 廃棄物処理基準に違反する

収集・ 運搬（ 保管含む）が行われた 場合にも 、

支障の除去またはその発生防止の措置命令の

対象になり ます。

措置命令規定

　 投棄禁止違反に対し ては、５ 年以下の懲役

若し く は1 ,0 0 0 万円以下の罰金又はこ の併科が

課せら れます。

　 さ ら に、不法投棄が法人の業務に関し た廃棄

物である 場合には、当該法人に対し て 、３ 億円

以下の罰金が重科さ れること になっています。

※実行行為者だけでなく 、その法人に対し ても

罰金刑を 課せら れる 場合があり ま す（ 法人等

両罰規定の適用）。

投棄禁止違反や措置命令違反などに対する 罰則の強化
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事業活動に伴って生じ た 廃棄物のう ち 産業

廃棄物以外の廃棄物（ 事業所から 出るリ サイ

クルできない紙、生ごみ等）

（ 一般廃棄物に分類さ れます）

一般家庭の日常生活に伴って生じ た廃棄物

廃家電製品に含まれたPC B使用部品、感染

性一般廃棄物等

事業活動に伴って生じ た 廃棄物で 、法令で

定めら れた 2 0 種類の廃棄物（ 次頁「 産業廃

棄物一覧表」）

法令で 定める 爆発性、毒性、感染症のある

廃棄物

廃　 棄　 物

事業系廃棄物

家 庭 廃 棄 物

事業系一般廃棄物

特別管理一般廃棄物

産 業 廃 棄 物

特別管理産業廃棄物

事業系廃棄物

●●

■■

廃棄物の分類

　「 廃棄物の処理及び清掃に関する法律」で は、廃棄物と は、「 ごみ・ 粗大ごみ・ 燃え殻・ ふん尿・ 廃油・ 廃酸・

廃アルカリ・ 動物の死体・ その他の不要物であって 、固形状又は液状のも の（ 放射性物質及びこ れによって汚

染さ れた物を除く ）」をいいます。

　 また 、大きく「 家庭廃棄物」と「 事業系廃棄物」に分類さ れ、事業系廃棄物と は、店舗・ 会社・ 工場・ 事務

所・ 個人営業等も 含めて 、事業活動に伴って生じ るすべての廃棄物のこと をいいます。

1

事業所から 出る ご みは

適正に 処理し ま し ょ う第2 章

　 事業所から 出る ごみは、家庭から 出る ごみと は違って、法律（ 廃棄物の処理及び

清掃に関する法律）において一般廃棄物と 産業廃棄物に分類さ れており 、それぞれを

事業者自ら が適正に処理し なければなり ま せん。
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〈 産業廃棄物一覧表〉

区分 種　 類 具 体 的 な 例

1  燃え 殻

あ

ら

ゆ

る

事

業

活

動

に

伴

う

も

の

業

種

等

が

特

定

さ

れ

る

も

の

2  汚泥

３  廃油

４  廃酸

５  廃アルカリ

６  廃プラスチッ ク 類

７  ゴ ムく ず

８  金属く ず

９  ガラス・ コンクリ ート・

　  陶磁器く ず

1 0  鉱さ い

11  がれき 類

1 2  ばいじ ん

1 3  紙く ず

1 4  木く ず

1 5  繊維く ず

1 6  動植物性残さ

1 7  動物系固形不要物

1 8  動物のふん尿

1 9  動物の死体

排水処理の汚泥、ビルピット 汚泥（ し 尿を 含むも のを 除く ）

建設汚泥などの各種泥状物

廃写真現像液、廃金属石けん液など 、有機性無機性を 問わず、

すべてのアルカリ 性廃液

発泡スチロ ールく ず、合成繊維く ずなど 、固形状液状を 問わず、

すべての合成高分子系化合物（ 合成ゴムを 含む）

板ガラス 、耐火レンガく ず、石膏ボード などコ ンクリ ート 製品

製造工程から のコ ンクリ ート く ずなど

工作物の新築、改築、除去に伴って生じ たコ ンクリ ート の破片、

レンガの破片など

大気汚染防止法のばい煙発生施設、または産業廃棄物焼却施設の

集じ ん施設によって集めら れたばいじ ん

建設業、パルプ 製造業、製紙業、紙加工品製造業、新聞業、

出版業、製本業、印刷物加工業から 発生する 紙く ず

2 0  汚泥のコ ンクリ ート 固形化物など 、１ ～1 9 の産業廃棄物を 処分するために処理し たも の、

　   １ ～1 9 に該当し ないも の

建設業、衣服その他繊維製品製造業以外の繊維工場から

発生する天然繊維く ず

①建設業、木材又は木製品製造業、パルプ 製造業、輸入木材卸売業、

　 物品賃貸業から 発生する 木く ず、おがく ず、バーク 類

②貨物の流通のために使用し たパレッ ト
※パレット を 使用し た物品を 受け取った場合は、受け取ったと ころの責任で処理する 。

食料品製造業、医薬品製造業、香料製造業で原料として使用し た

動物や植物に係る固形状の不要物

と 畜場で解体等し た獣畜や、食鳥処理場で処理し た食鳥に係る

固形状の不要物

活性炭、焼却炉の残灰など各種焼却かす

グリ ス（ 潤滑油）、大豆油など 、鉱物性動植物性を 問わず、すべての廃油

廃写真定着液など 、有機性無機性を 問わず、すべての酸性廃液

天然ゴムく ず（ 注： 合成ゴムく ずは、廃プラスチッ ク 類）

鉄く ず、アルミ く ず、不要と なった金属、金属の研磨く ず、切削く ずなど

高炉・ 平炉・ 電気炉等溶解炉かす、不良石炭、粉灰かすなど

畜産農業から 排出さ れる 牛、馬、めん羊、にわと り などのふん尿

畜産農業から 排出さ れる 牛、馬、めん羊、にわと り などの死体

産廃物処理法第2 条

産廃物処理法施行令第2 条
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リ サイ ク ルセンタ ー

事業所から 出る ごみの処理方法

　 事業活動に伴い発生するごみには、資源と してリ サイクル可能なも のが多く あり

ます。まず、資源は「 古紙・ びん・ かん・ PE Tボト ル」など 、種類ごと に分別し 、資源と

して回収業者に引き 取っても ら いましょ う 。

　 飲食テナント や、社員食堂などから 発生する 調理く ずや食品の食べ残し は、自ら

の施設内で 生ごみ処理機を 使っての堆肥化や、乾燥さ せて 減量する こ と なども

大切な 取組のひと つです。

2

　 古紙、鉄く ず（ 空き 缶含む）、空き びん類、古繊維の4 種類は、「 専ら 物（ も っ ぱら ぶつ）」と 呼

ばれ、専ら 物のみの収集運搬、処分を 行う 業者は、廃棄物処理業の許可が不要と なっていま

す。ただし 、再生利用を目的と せず、焼却等をする 場合には、許可が必要になり ます。

＊専ら 物（ も っ ぱら ぶつ）と は？

　 廃棄物の処理は、「 収集運搬」行為と「 処分」

行為に分かれま す。こ れら の行為には、排出事

業者の責任に基づいて自ら 処理をする方法、許

可を 持つ処理業者（ 一般廃棄物収集運搬・ 処

分業者、産業廃棄物収集運搬・ 処分業者）へ委

託する方法があり ます。

　 な お 、委託処理の場合であっても 、委託後の

適正処理に関する注意義務や、廃棄物管理票

（ マニフェ スト 伝票）の適切な 運用などにより 、

排出し たごみが最終処分さ れる ま で 事業者の

責任は続きます。

　 仮に 、委託し た 処理業者が廃棄物の適正な

処理を 行わずに「 不法投棄」し た 場合は、排出

事業者は法律違反に問われ、懲役や罰金など

の罰則を 受ける可能性があり ます。（ P.4参照）

※古紙、鉄く ず、空きびん類、古繊維について再

生利用を目的と し た処理をする 場合は、資源

回収業者に委託するこ と も 可能です。

ごみと し て処理する方法

　 処理施設（ 区の清掃工場など ）の受入基準等

のルールに従い、廃棄物を 搬入し ます。

　 搬入で き る ごみの種類、寸法、持ち 込む際に

使用する 車両などが規定さ れています。

　 詳細は、みなと リ サイクル清掃事務所ま でご

連絡く ださ い。

事業者自ら 清掃工場などに持ち 込む場合
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事業系一般廃棄物の処理を 委託する 場合

　 一般廃棄物の収集運搬業者の許可を 持っている 業者と の間で 、委託契約書を 交わし 契約し ま す。そ の

際、事業者の処理責任が明確である 契約を 締結するこ と が大切です。

　 なお、契約内容は排出実態にあわせて定期的に見直し を 行いましょ う 。

3

　 産業廃棄物の収集運搬業者は、排出場所である「 東京都」と 、「 搬入処理施設が所在する

都道府県等」の産業廃棄物収集運搬業の許可証が交付さ れていま す。産業廃棄物の処分業

者は、「 搬入処理施設が所在する 都道府県等」の産業廃棄物処分業の許可証が交付さ れてい

ます。

　 許可証から 委託するごみの種類、量、作業内容について 、許可業者が請け負える 許可、設備

などを 有しているかを 確認してく ださ い。

　 産業廃棄物については、“処理料金に関する 制限”はあり ません。

　 また 、産業廃棄物の処理を 委託するためには、“収集運搬用”と “処分用”の２ 通り の委託契

約書を 作成し て 契約する 必要があり ま す（ 収集運搬と 処分の両方の許可を 持つ処理業者に、

収集運搬から 処分までの委託をする 場合は１ つの契約書でも よい）。

※尚、「 法律施行令及び施行規則」により 、委託契約書の“記載事項及び添付書類”が定めら れてい

ます。モデル契約書、委託基準などの詳細については、東京都環境局資源循環推進部産業廃

棄物対策課にお問い合わせく ださ い。

＊産業廃棄物の処理を 委託する 場合は？

●排出場所と 搬入処理施設が所在する 区市町村の一般廃棄物処

理業許可証を 提示し ても ら いまし ょ う 。委託するごみの種類、量、

作業内容について、許可業者が請け負える許可、設備等を有してい

るか確認します。無許可業者への委託は法律で禁止さ れています。

●適正な処理料金で契約を行いましょ う 。一般廃棄物処理業者が一

般廃棄物の収集運搬並びに処分を 行う 場合には、区が条例で 定

める 手数料額を 超えて処理料金を 受けること は法令で 禁止さ れて

います。

　 東京2 3 区における 一般廃棄物の処理料金の上限は、1 k g あたり

4 0 円 （ 消費税を 含む）です（ 平成2 9 年10 月1日付処理料金改定）。

定額料金で契約している場合は、排出量と 委託料金を 照らし あわせ

てみましょ う 。

処理を 委託する 際のポイ ント ！

（ P. 3 5又は東京都環境局ホームページ＞廃棄物と 資源循環 参照）
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マニフェスト

廃棄物管理票（ マニフェ スト 伝票）制度

　 廃棄物の収集運搬から 処分さ れるまで 、排出事

業者が責任を 持つと いっても 、常に廃棄物の行方

を 監視するこ と は現実的に困難です。

　 そこ で 、廃棄物処理法で は、廃棄物の行方を 確

認する 代替手段と して 、排出事業者にマニフェ スト

管理を 義務づけています。

　 マニフェ スト 管理は、排出事業者が廃棄物を 許

可業者に委託し た際に、廃棄物品目や委託し た量

などを 記載し た複写伝票形式のマニフェ スト 伝票

（ 廃棄物管理票）を 発行すること から 始まり ます。

　 最初に収集運搬業者へ渡さ れたマニフェ スト 伝

票（ A 票以外）は、「 廃棄物を 管理するための伝票」

と し て使用さ れ、処理が終わるま で 廃棄物と 行動

をと も にし ます。そして 、委託し た 廃棄物の処理が

終わっ た後、マニフェ スト はその通知と し て 排出事

業者へ返ってきます。こ れによって 、排出事業者は、

自分たちが委託し た廃棄物が「 どこ に運ばれ」「 どの

よう に処分さ れた

か 」 が 分 かる よ う

になっています。

　 マ ニフ ェ スト 伝

票制 度と は 、委 託

後の収集 運搬、中

間処理、最終処分

の終了を 管理する

制度です。

4

　 販売は、１ 箱10 0 部単位になり ます。

　 特別区では、事業系一般廃棄物について 、　

　 ① 1日平均100 ㎏（ 月平均３ t）以上排出する場合

　 ② 事業系一般廃棄物を臨時に排出する場合

　 上記の場合、区条例により 、一般廃棄物マニフェ

スト 伝票の交付・ 管理が義務付けら れています。

　 なお、新規で ①に該当する 場合には、みなとリ

サイクル清掃事務所に届出が必要と なり ます。

　 マニフェ スト 伝票が戻り 、委託し た一般廃棄

物の処理が適正に行われたこ と を 記載内容か

ら 確認し たう えで 、5 年間保存し な ければなり

ません。

一般廃棄物管理票（ マニフェ スト 伝票）

一般廃棄物マニフェ スト 伝票の購入について

（ P. 3 5 参照）

第
1
章  

事
業
所
か
ら
出
る
ご
み
は

適
正
に
処
理
し
ま
し
ょ
う

第
2
章  



10

引き 渡し
完了

運搬
完了

処分
完了

最終処分
完了 記載

引き 渡し 引き 渡し 最終処分中間処理収集・ 運搬 収集・ 運搬

A

B 2

D

C 2

B1

C 1

A

B 2

D

C 2

B1

C 1

EE

排出事業者 中間処理業者 最終処分業者運搬事業者 運搬事業者

マニフェ スト
交付

2 次マニフェ スト
交付

○○○○食品

　 産業廃棄物を排出する事業者は、法令により 、

排出量に係ら ず、種類ごと 、処分先ごと に産業

廃棄物マニフェ スト 伝票を 交付し なければなり

ません。

　 マニフェ スト 伝票が戻り 、委託し た産業廃棄

物の処理が適正に行われたこ と を 記載内容か

ら 確認し たう えで 、5 年間保存し な ければなり

ません。

　 マニフ ェ スト 伝票を 適正に交付し な い 場合

には、排出事業者も 処罰さ れること があり ます。

（ ※１ 年以下の懲役又は10 0 万円以下の罰金）

産業廃棄物管理票（ マニフェ スト 伝票）

産業廃棄物マニフェ スト 伝票の流れ

　 販売は、１ 箱10 0 部単位になり ます。

産業廃棄物マニフェ スト 伝票の購入について

※詳し く は、東京都産業廃棄物対策課にお問合せ下さ い。

（ P. 3 5 参照）

（ P. 3 5 参照）
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〈 港区事業用大規模建築物データ ファ イル 令和３ 年度版より 〉

廃棄量（ t）

再利用量（ t）

1 60 ,0 0 0

1 40 ,0 0 0

1 20 ,0 0 0

1 00 ,0 0 0

80 ,0 0 0

60 ,0 0 0

40 ,0 0 0

20 ,0 0 0

0

（ t ）
（ % ）

60

50

40

30

0
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

（ 　 　 ） 内は1,000㎡～3,000㎡

 未満。 内数

◇再利用率（ 全体）

●1,000㎡～3,000㎡未満
○3,000㎡以上

140 ,354
（ 20 ,572）

発生量

（ 14 ,109）

（ 6 ,463）

31 .4%

52 .9%

49 .8%

70 ,525

69 ,829

発生量

135 ,052
（ 16 ,758 ）

68 ,716

66 ,336

50 .9%

53 .4%

33 .1%

（ 11 ,219）

（ 5 ,539）

発生量

（ 5 ,680）

31 .7%

49 .6%

68 ,251

69 ,377

（ 12 ,256）

（ 4 ,979）

30 .2%

48 .8%

65 ,034

68 ,169

（ 11 ,535）

発生量

133 ,203
（ 16 ,514）

51 .5%

（ 5 ,201）

29 .4%

46 .7%

61 ,080

69 ,783

（ 12 ,515）

発生量

130 ,863
（ 17 ,716）

49 .4%

137 ,628
（ 17 ,936）

52 .3%

（ 4 ,175）

45 ,442

47 ,811

（ 9 ,163）

発生量

93 ,253
（ 13 ,338 ）

51 .6%

31 .3%

48 .7%

港区の事業系ごみの現状と 課題

　 東京2 3 区の中でも オフィ スビル等による 業務機能の集中が著し い港区では、区内で排出さ れるごみ量の

約６ 割を 事業系ごみが占めています。港区のごみ問題を 考えると き 、事業者のごみ減量の取組が大き な 鍵

と なっており ます。

　 令和2 年度の資源・ ごみの総排出量は、新

型コ ロ ナウイルス 感染症の感染拡大に伴う

テレワーク の推進等により 減少し 、再利用率

はやや上昇し まし た。

　 引き 続き 、発生量の抑制に努める と と も

に、リ サイクルの進んでいないごみの種類の

リ サイクルに取り 組み、再利用率を 高めてい

く こと が課題です。

1

ごみ減量と リ サイク ルの

取組を はじ めまし ょ う第3 章

　 東京2 3 区のごみの最終処分場である 埋立処分場で処理できるごみの量は限ら れ

て いま す。事業用大規模建築物の所有者の皆さ んには、法令に基づき 、循環型社

会の形成を 目指し 、ごみを 減量し ていく 責務があり ます。

　 ごみの発生量が多く 見込まれる 事業用大規模建築物には、廃棄物管理責任者の

選任が義務づけら れて いま す。廃棄物管理責任者を 中心にご みの減量と 適正処

理にご 協力を お願いし ます。
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コピー・ OA 紙

7 .7 ％
雑誌・ パンフレット

6 .4 ％

衝撃の

●▲×新登場

● ●

■ ■

●▲×新登場衝撃の
衝撃の

●▲×新登場

事業用大規模建築物（ 3 ,0 0 0 ｍ 2 以上）の種類別発生量構成比（ 一般廃棄物）

　 東京2 3 区から 排出さ れたごみは、資源と なる

も のを 除き 、燃やすごみや燃やさ ないごみなど

を 焼却・ 破砕などの中間処理をし た後に 、中央

防波堤外側埋立処分場及び新海面処分場（ 江

東区青海3 丁目地先）で 最終処分（ 埋立処分）

しています。

　 現在、埋立を し て いる 処分場の新海面処分

場は、2 3 区で 使える 最後の処分場であり 、こ こ

以外に埋立できる 場所はあり ません。

　 最終処分場を1日でも 長く 使用していく ために、

一人ひと り がごみの減量に取り 組んで いく こ と

が大切です。

　 建築物の用途によるだけでなく 、建物の規模

やテ ナント の状況、店舗／事務所の構成比等、

建物それぞれに違いがあり ます。建物から 出る

ごみの種類、量、保管場所の広さ 等の実態に応

じ たごみ減量・ リ サイクルの仕組みづく り が求め

ら れています。

東京2 3 区の埋立処分場の現状

〈 港区事業用大規模建築物データ ファ イル 令和３ 年度版より 〉

2 0 0 6 年 2 0 2 0 年

東京都環境局ⓒ

その他の紙類
3 9 .0 ％

段ボール 1 2 .6 ％

新聞・ 折込チラ シ

2 .6 ％

厨芥（ 生ごみ類）

2 0 .5 ％

木・ 草・ 繊維等
11 .1％
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廃棄物管理責任者の役割

　 事業用大規模建築物の所有者が選任する 廃棄物管理責任者は、日常的に発生する 事業系ごみの減量と

リ サイクルを 進めていく リ ーダー的存在です。

　 し かし な がら 廃棄物管理責任者と してすべてを 一人で 進めるこ と はできません。建物全体での一体的な

取組が実施できる体制をつく ること も 重要と なり ます。

2

　 ごみの減量、リ サイク ルを 推進する には、事

業活動に携わる 皆さ んがそれぞれの立場で 関

わっていく こ と が大切です。建物の所有者や廃

棄物管理責任者だけでなく 、実際にごみを出す

テ ナント 、社員、施設の利用者の協力と 連携が

必要と なり 、組織を あげて 取り 組むこ と で 、よ

り 一層の効果があり ます。

それぞれの役割（ 関係者と の協力と 連携）

・ ごみの発生量、廃棄量、再利用量などの

処理状況を日常的に把握

・ ごみの処 理における 法令遵守と 適正

処理を日常的に確認

・ ごみの発生抑制、再利用、資源化を推進

・ 建物使用者と 利用者に対する ご みの

排出、再利用、資源化の要請及び指導

・ 区及び所有者との連絡調整

・ 占有者（ テ ナント 等）は、ごみの減量に

関して所有者に協力

・ ごみの発生を抑制

・ 手元分別の徹底

・ ごみ減量、リ サイクルを推進

・ 廃棄物管理責任者を 選任

・ 再利用計画書を 作成・ 提出

・ 敷地内に再利用対象物の保管場所を設置

廃棄物管理

責任者の役割

廃棄物管理

責任者の役割

連  携連  携

所有者の

役割

所有者の

役割

テ ナント ・

社員の役割

テ ナント ・

社員の役割

所有者の役割

テ ナン ト・ 社員の役割

廃棄物管理責任者の役割
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ごみ減量システムの推進体制

　 ごみの減量、適正処理及びリ サイクルを 推進

するためには、ごみの発生状況と 処理・ リ サイク

ルの実態を 把握すること が大切です。また、ごみ

の分別区分、排出・ 保管場所などに関するルール

やマニュ アルを定め、テナント や従業員などに周

知徹底を図ること が必要です。

　 各部署・ テ ナント ごと に担当者（ 例： リ サイク

ル推進委員）を 選任し 、建物全体での一体的な

取組が実施で き る 体制を 整備するこ と が重要

です。

　 港区の講習を 受けたこと がない、新任の廃棄物管理責任者の方を 対象に、ごみ

の減量に関する 基本的知識を 習得し 、事業者自身の取組が円滑に推進できるよ

う に、廃棄物管理責任者講習会を実施しています。

　 令和3 年度から は、港区ホームページ上での、オン ラ インによる 廃棄物管理責

任者講習を行っていますので 、受講対象（ 事業用途に供する部分の床面積の合計

が3 ,0 0 0 ㎡以上の建築物）の廃棄物管理責任者に選任さ れた場合には、講習の

受講をお願いいたし ます。講習受講の確認後、修了証を交付し ます。

　 なお、受講対象外（ 事業用途に供する部分の床面積の合計が3 ,0 0 0 ㎡未満）の方についても 、

講習の受講は可能です。

＊廃棄物管理責任者の講習会と は？

　 まずは、建物内のごみ、資源の実態を把握して下さい。廃棄物の

排出状況、分別、処理・ リサイクルの実態を知ること が重要です。

把握する（ Ｐ LA N ①）

●ごみの減量・ リサイクルの計画及び目標など　 ●分別基準・ ルールの決定

●分別環境（ 保管場所を含むビル内での分別表示方法や分別容器）の整備

●処理業者との打合せ　 ●手元分別、回収、清掃などの役割分担　 ●発生

抑制に関する取組案内　 ●再生品利用（ 購入）の案内　 等

検討・ 設定・ 決定（ Ｐ LA N ②）

●社員・ 従業員への啓発　 ●分別容器

の設置　 ●分別案内の掲示及び周知

●手元分別の励行　 ●テナント 会議・

社員研修会などの開催　 等

実行（ Ｄ O）

●取組状況のチェッ ク 　 ●各部署（ テナント ）、フロアでの分別

状況のチェッ ク 　 ●保管場所での分別チェッ ク 　 ●ごみ・ 資源

量の推移の把握　 ●目標と 進捗状況の確認・ 分析

◎チェッ クの結果を 伝え、改善を求める

◎改めて啓発を行い、さら なる徹底を図る 　

検証（ Ｃ H ECK ） ◎見直し・ 改善（ Ａ C T ION ）
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自動販売機

業者回収

ミ ッ クスペーパー

容器

一般廃棄物

処理業者

東京都

処分場
可燃ごみ容器 清掃工場等

産業廃棄物

処理業者

民間最終

処分場
中間処理施設不燃ごみ容器

ト イレッ ト

ペーパー

リ サイクル

ボッ クス

資源

回収

業者

資源

回収

業者

保

　管

　場

　所

再生地金

再生地金

コ ピー紙

新聞紙

板　 紙

アルミ 合金メ ーカ ー

スチール電炉メ ーカ ー

アルミ スチールの

選別
缶

コ ピー紙

新聞・ チラ シ

可燃ごみ

不燃ごみ

ミ ッ クスペーパー

製紙会社A

製紙会社D問屋

製紙会社B

製紙会社C

古紙

問屋

衝 撃 の
●▲×新登場

● ●
■■

ごみ減量と リ サイク ルの具体的な進め方

　 事業所で発生するごみの種類は、事業内容によって多種多様であり 、ごみの量も 事業規模によって異なります。

ごみの減量を進めるためには、それぞれの事業所に合った効果的で効率的なシステムをつく る必要があります。

　 廃棄物管理責任者を中心に「 把握→検討・ 設定・ 決定→実行→検証→（ 再）検討→見直し・ 改善→検証→…」

試行錯誤の上ごみ減量の仕組みづく り を 確立してく ださ い。

3

　 ごみの種類、分別、保管、処理の実態を 知るこ

と が重要です。ごみ量の把握は、減量計画の策

定や減量効果を 確認するために、と ても 大切な

こと です。

　 また、ごみの排出量は、委託料金を支払う 根拠

にも なるため、処理業者に任せること なく 、自ら

計量するなどにより 、排出量を把握してく ださ い。

　 実態把握の結果に 基づき 、ご みの種類ごと

に発生抑制や、リ サイクルの可否の検討を 行い

ます。その際、リ サイクルルート の確保はも ちろ

ん、効果的な区分、排出、保管場所、表示方法な

どのルールも 併せて 検討するこ と が必要です。

下の図は、建物から 出さ れる 主な 資源やごみの

フ ロ ー図の一例で す。分別し た 結果、ごみや資

源がどのよう な ルート を たどり 、生ま れ変わる

かを 確認するこ と で 、啓発資料と し ても 活用で

きます。

1 .  把握する（ P L A N ①）： 建物内のごみの実態等を 把握

2 .  検討する（ P L A N ②）： ごみの減量に向けた検討
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コピー紙などに
再生

白紙

可
燃
ご
み

不
燃
ご
み

缶 ペット ボト ル びん P o k i p o k iP o k i p o k i

衝撃の

●▲×新登場

●●

■■

ミ ッ ク ス
ペーパー

（ P. 23 参照）

（ P.23 参照）

● ●

■ ■

リ サイ ク ルについて
○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○

　 検討し た結果に基づいて 、具体的に取組内容

を 定めていきます。ごみの発生抑制、再使用、リ

サイクルを 進めていく ためには、実現可能な 数

値目標を 策定すること が大切です。

　 目標策定の段階から 、所有者・ テナント・ 社員・

清掃作業員などの意見を 取り 入れ、ごみの発生

抑制、再使用、リ サイクルを目指す具体的な行動

につなげていきましょ う 。

　 リ サイクルのルール設定にあたっては、分別

容器を 設置し 、廃棄物保管場所で の分別保管

できる 環境の整備が必要です。ごみの種類ごと

に分別容器や保管場所を 区分し 、明確化する

こ と が有効で す。ごみの名称、注意事項及びリ

サイクルの仕方などを 明記し たプレ ート やポス

タ ーを 分別コ ーナーや保管場所に掲示し ます。

3 .  設定・ 実行する（ D O ）： 数値目標と 3 R のルール設定

　 事業所の一人ひと り がごみの減量・ リ サイク

ルについての意識を 持ち 、行動するこ と が重要

と なり ます。取組にあたっては、社員やテ ナント

の従 業 員な どへの啓 発及び 指導を 継 続 的に

行っていく こ と が大切です。関係者への分別マ

ニュ アルの配布や、社内研修、社内報、掲示板を

活用するのも 有効な手段になり ます。

　 そのため、発生抑制や分別のルールが守ら れ

ているか、定期的に点検・ 検証し 、適切な指導等

により 改善につなげてく ださ い。

　 効果が見ら れなかっ た取組については、問題

点を 整理・ 分析し た上で 、改めて啓発を 行い、減

量・ リ サイクルを 進めていきましょ う 。

　 こ の定期的な点検・ 検証が、「（ 再）設定する 」

につながり 、実践行動のループが続いていきます。

4 .  実行・ 検証（ C H E C K ）・ 改善（ A C T IO N ）する：

    目標実現へ具体的な 取組の推進

分別容器の種類及びチラ シ表示（ 例）

保管場所の表示（ 例）

可燃ごみ 不燃ごみ
新聞・ 雑誌・
段ボール

リ サイクル
できない紙類
割り 箸・ 布製品

ビニール・
プラスチッ ク・
弁当容器など

ト イレット
ペーパーに

再生

新聞紙などに
再生

リ サイクルさ れる
資源

ペット
ボト ル

ミ ッ クス
ペーパー

びん 白い紙缶

資　 源 古　 紙
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○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○

港区の立入検査と 表彰制度

　 港区では、事業系ごみの適正処理と 減量や資源化の取組状況について 、事業者を 訪問し 、必要な 助言・

指導を 行っています。

4

区長は、法第十九条第一項に規定するも ののほか、この条例の施行に必要な限度において、その職員に、

必要と 認める場所に立ち入り 、廃棄物の減量及び適正な処理に関し 、必要な帳簿書類その他の物件を

検査さ せること ができる 。（ 港区廃棄物の処理及び再利用に関する条例： 第6 9 条）

　 具体的には、区の職員が事業用大規模建築

物を 訪問し 、提出さ れた「 再利用計画書」に基づ

いた発生量・ 再利用量・ 廃棄量の実態、「 処理委

託契約書」や「 マニフェ スト 伝票」などの帳簿書

類の整備状況、ごみの分別・ 保管状況を 確認し

ています。

　 また 、検査を 実施し た事業者については、検

査票を 渡し 、今後の取 組に役立て て いた だい

ています。

　 検査の際にはご 協力をお願いいたし ます。

　 港区では、事業系ごみの減量と リ サイクルの

一層の推進を 図るために、平成2 1年に「 港区ご

み減量優良事業者等表彰制度」を 創設し まし

た 。模範的で 優れた取組により 高いリ サイクル

率を 達成する などの顕著な 実績を 上げている

事業者を 表彰し 、受賞者や取 組を 紹介する た

め のパン フ レ ッ ト を 作成する ほか 、区ホ ーム

ページ など で広く 周知し ています。

立入検査と 助言・ 指導

港区ごみ減量優良事業者等表彰制度

　 選定基準は、下記の項目に該当しているも のを 対象と しています。

①廃棄物収集運搬経費がミ ッ クスパーパーを 含めて単価契約（ kg 単価×発生量）である 。

②紙ごみ減量のため、ミ ッ クスペーパーリ サイクルを行っている 。

③分別表示が見やすく 、分り やすい。

④社員、テナント の分別意識が高く 、手元分別の仕組みができている 。

⑤実量測定等により 排出量を把握し 、適正管理に努めている 。

⑥独自の優れた取組

＊表彰制度の選定基準は？  
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